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対象 ②都近郊居住の一方が70歳以上の夫婦世帯の夫婦対象 ③東京都居住の65歳以上高齢者 ④山梨県居住の65歳
以上高齢者という 4 つのデータセットが用いられている o







以上の二つの章からは高齢者にとって子どもとの関係はそれほど重要でないように見える o 6 章では、地域や年齢
層を広げて、東京都と山梨県両地域の後期高齢者を含むデータで子供との関係と高齢者の幸福感とがどう関連するの












③配偶者の死後、幸福感は低下するが l 年前後でほぼ回復する D これは横断的データからの推測である o
6 結果 2 サポートの状況
Eでは高齢者をめぐるサポートの状況を記述し、サポートの量に関連する要因を探る。まず 8 章では、一方が70歳
以上の夫婦世帯のデータで家事サポートの必要性を検討し、圧倒的に妻が家事を多く負担し、およそ 3 分の 2 はそれ
を負担に感じていること、高齢化すると家事サポートが必要になることを指摘した。 だが夫はサービス利用について
消極的な者が多く、また夫婦ともサービスが必要な高齢な者ほどサービスについてはあまり知らず、より積極的な広
報が必要であることを指摘した。
9 章では高齢者へのサポートの連携に関して検討した。サポート源は近親者に限定されており、フォーマルサポー
トとの連携はあまり行われていないことがあきらかになった。また、子供との聞のサポート交換に関して、 70歳代半
ばから高齢者は面倒を見る側から見られる側になる者が多くなることがわかった。 10章では子供との関係を多次元的
にとらえることを提案した 6 章でとりあげなかった次元として、愛情、自立、依存などに関してサポートとの関連を
追究した。愛情、自立、依存尺度については尺度の信頼性と妥当性がさらに検討される必要がある o また依存、自立
などに関しては心理的次元と実際の必要性とを分けて考える必要があることがわかった。 11章では高齢者が介護サポー
トについて誰にどこで介護してほしいと考えているのかを検討した。
12章ではこれらの結果からの政策提言を行った。最後は高齢前期の者が自らの老後の問題解決に主体的に取り組む
ことが必要であると結んだ。
論文審査の結果の要旨
本論文は、 30年にわたる持続的な研究に裏打ちされた、きわめて堅牢な業績である。
理論的には、高齢者の幸福感 (PGC モラール尺度で測定されたモラール得点で表示)に対して、家族関係とソー
シャルサポートのあり方がどのような規定力をもっているかという、明確な問題枠組みによって全体が首尾一貫的に
整序され、他方実証的には、ご自身の調査設計に基づく三つのリサーチデータに対して、現時点で可能な計量分析の
手法のほとんどすべてを投入してみて、有意な結果のみを編み合わせる形で、一書が構成されている o
分析の結果は多岐にわたり、それぞれ興味深いが、たとえば、子供(娘を含める)との同居が高齢者の幸福感を高
めるのは、配偶者が存在しない限りであるとか、あるいは、家事に関わるサポートが、 75歳以上の後期高齢者の女性
の幸福感を著しく高めるといった事実の、科学的手法に基づく発見は、今後の高齢者対策に対して、きわめて示唆に
富むものがある。
高齢者についての研究は、日本では30年ぐらいの歴史しかもたず、十分な蓄積があるとは言い難L 、。比較研究に耐
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える一般的な分析枠組みをもって、日本の現実を実証的に解明した本研究は、日本の高齢者研究の里程標となるべき
作品である。
以上の諸点から、本論文は博士(人間科学)の学位にふさわしいと判定される。
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